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目的：バイオマス発電事業の促進とバイオマス産業の健全な発展を図り、持続可能な循環型

社会の構築と地球環境保全の推進に寄与すること
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1. バイオマス発電事業の意義

地域経済活性化

安定電源

エネルギー
セキュリティの向上

エネルギーミックス
実現への貢献

二酸化炭素削減

➢ 新規雇用を生み、林業や運輸業を中心とした立地地域の

経済を活性化

➢ 石炭火力や原子力と同様に安定したベースロード電源

➢ 国産材と輸入材の多様なソース（北米、アジア、豪州等）に

より化石燃料よりもｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨの向上を図れる

➢ エネルギーミックスの4.6％（再エネの20％以上）を担い、

2050年に向けて更なる役割の拡大が期待される

➢ 温室効果ガスの排出削減に寄与
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２. 足元の事業認定案件の導入可能性

一般木質バイオマス発電の導入可能性
（2017年3月末時点の認定状況に基づく固形バイオマスの導入可能性）

（出典）資源エネルギー庁 Web site（なっとく！再生可能エネルギー）、調達価格等算定委員会資料、各社公表資料など

 新規認定未導入案件のうち、FIT制度

設計当初に一般木質区分で想定され

ていた木質バイオマス（木質ペレッ

ト、チップ、PKS等）は、案件開発

の難易度の高さ（下記）から、実際

の導入は２割程度の1.8GWの可能性。

１) 燃料調達（長期・為替予約）

2) 資金調達（大型は数百億規模）

3) 建設計画・主機メーカー生産能力

既設を含め2.2GW程度の導入に留ま

ると予想され、これはエネルギーミッ

クス目標の4GWを大きく下回る。

 駆込み申請のなかには不健全な案件

存在するとみられ、接続契約の締結

状況などを見極めつつ、案件の開発

進捗を慎重に見極めていく必要あり

（万kW）

専焼 混焼 専焼 混焼

新規認定総数 1,147 1,032 115 1,062 949 112

新規認定導入済 33 31 2 22 22 0

新規認定未導入 1,114 1,001 113 1,040 927 112

うち固形木質バイオマス 733 620 113 － － －

 全体  20MW以上

案件ステータス

考え方

新規認定未導入 (181 ~ 243)

うち専焼 (124 ~ 186) 　上記620万kWのうち2～3割程度の導入を見込む

うち混焼 　上記113万kWのうち5割程度の導入を見込む

　移行認定分を含む導入済案件

221 ~ 283 　固形木質バイオマスのみ

40

(57)

容量

合計（導入可能性）

案件ステータス

導入済
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３. バイオマス発電の自立化について

 2030年に向けて発電コストの一層の低減を図り、ガス火力発電並み（kWhあたり10円

台半ば）の売電価格を目指す

 FIT制度による買取終了後については、固定費の原価償却負担が無くなることから、ガス

火力発電を下回る売電価格を実現し、競争力ある電源となることを目指す

【発電コスト引き下げの要諦】

① 燃料価格の低減
−国産材燃料価格は供給可能量が需要に対して限定的

例）・長樹齢木の燃料活用と早生樹への植替えによる燃料需要向け林業の確立

・燃料材乾燥機や先進重機の導入支援

・路網整備の支援

−輸入材燃料確保に係る戦略的な投資、バイオマス発電事業の海外展開などを見据えた支援

② 発電効率（送電端）の向上
例）大規模化、所内率の抑制、運転効率の向上（IoTによる最適制御）など

③ 建設コストの低減
−オリンピック需要により足元の建設コストは高止まりの状況
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 ｴﾈﾙｷﾞｰﾐｯｸｽ達成のためには、国産材と輸入材を上手く組み合わせて活用する必要がある

 足元、国産材燃料の供給力が発展途上にある中では、輸入材主導の発電事業立ち上げに

よる燃料需要（市場）創出が、国産材燃料の供給力強化に向けた中長期の投資を後押し

（参考）国産材と輸入材の共存共栄

（出典）経済産業省「長期エネルギー需給見通し 関連資料（2015年）」
（備考）平衡含水率相当（含水率15％）と仮定し、含水率35％（乾量基準）の木質チップに換算

エネルギーミックスにおけるバイオマスの燃料別容量シェアと一般木質の燃料需要

一般木材・

農作物残さ

（55％）RPS
（17％）

一般廃棄物等

（17％）

建設資材廃棄物（5％）

未利用間伐材等（3％）
バイオガス（3％）

～3,000万ﾄﾝ
（木質ペレット換算）

想定年間最大
燃料需要

400万kW

（参考）森林・林業基本計画（林野庁）の2025年度における燃
料材供給目標である800万㎥の材で供給可能な燃料は、
木質チップ換算で推定約390万トン（備考）

～300万ﾄﾝ
（木質ペレット換算）

最大需要の10％を
国産材とした場合

（視点）

➢ 木質ペレットの場合、森林認証を取得した燃料であることが前提（現在の事業認定の要件）

➢ LCAベースの二酸化炭素排出量は、国産材燃料と輸入材燃料で大きな差はない（数％程度）
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４. 2050年に向けたバイオマス発電の導入見通しについて

2050年のバイオマス発電量は、総発電量の15％程度を担う存在へ！
※現行エネルギーミックスでは、2030年の総発電量の3.7～4.6％

 温室効果ガス排出量80％削減を前提とした場合、非化石発電比率は90％以上が求められる
−2050年の他の再エネの導入見込み（総発電量比）：太陽光20％程度、風力20％程度

 欧州主要国は、2020年の総発電量の5～20％をバイオマス発電で賄う目標を掲げる
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欧州主要国における2020年の再エネ比率目標とバイオマスの内数（推計）

（出典）EU “National Renewable Energy Action Plans” 、JPEA「PV OUTLOOK ～太陽光発電2050年の黎明～〈脱炭素・持続可能社会実現にむけて〉」、JWPA「JWPA Wind Vision Report ～真に信頼される電源を目指して～」
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５. まとめ

 既存認定案件については、買取価格24円確保のための条件である接続契約の締結状況など

を確認しつつ、導入状況を慎重に見極めていく必要がある
※4月以降の事業認定案件では9月末、3月までのみなし認定案件では12月末までに接続契約の締結に至らない場合、

買取価格24円を確保できない可能性がある

 今後の新規の事業認定についても、改正FIT法の効果を見極めつつ、事業の開発及び運営

において重要な予見性確保の観点から、制度運営における継続性の確保が望まれる

 雇用創出など地域経済への貢献が期待されるバイオマス発電については、コストの低減を

図りつつ、2050年に向けてさらなる役割の拡大を目指す




